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この画像処理装置及び画像処理方法によれば、撮像素子が出力する撮像データが、輝度値を予め設定
された非線形な変換特性で変換 し第 1 の階調数で表 した第 1 表示値か らなるデータ列として取得される
(ステップS 1 1 0 ) 。この第 1 表示値が予め設定された圧縮特性で圧縮され、第 1 の階調数より小さ

い第 2 の階調数で表 した値が第 2 表示値として出力される （ステップS 1 2 0 ) 。第 2 表示値か らなる
データ列である圧縮データによって表される画像から認識対象が検出される （ステップS 1 3 0 ) 。こ
こで、第 2 の階調数の第 1 の階調数に対する比を基本圧縮比とし、前記認識対象が存在すると推定され
る輝度範囲である認識対象範囲を少なくとも含む輝度範囲を指定範囲とし、該指定範囲にて最小の輝度
値である境界輝度値に対応する前記第 1 表示値を境界第 1 表示値とする。圧縮特性は、認識対象範囲で
は、第 2 表示値が、第 1 表示値の うち境界第 1 表示値以上の値を基本圧縮比より低い低圧縮比で圧縮 し
た値と、境界第 1 表示値との和となるように設定されている。



明 細 書

発明の名称 ：画像処理装置及び画像処理方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、車載カメラなどのカメラにより撮像された画像から認識対象を

検出する画像処理装置及び画像処理方法に関する。

背景技術

[0002] 従来、カメラにより撮像された画像から、予め設定された認識対象を検出

する画像処理装置が知 られている。この画像処理装置は、用途に応 じて種々

の処理能力のものが使用される。カメラは、性能向上により、広いダイナミ

ックレンジの画像データを出力するようになっている。そこで、カメラから

出力された画像デ一夕のダイナミックレンジ （例えば 1 2 ビッ ト）が画像処

理装置の処理能力 （例えば 8 ビッ ト）を超える場合に、カメラから出力され

た画像データについて階調数を小さくする階調変換 （例えば、 1 2 ビッ 卜か

ら8 ビッ トへの変換）を行い、階調変換 した画像データについて認識対象の

検出を行う画像処理装置がある。このような例は、例えば、特許文献 1 に示

されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 2 0 8 7 7 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] さらに近年では、ダイナミックレンジを拡大するハイダイナミックレンジ

( h i gh dynam i c range : H D R ) 特性を有するカメラが用いられるようにな

つている。 H D R特性とは、カメラの特性を輝度と出力画素値 （輝度の表示

値）との関係として表 したときに、輝度に対する出力画素値の関係が全輝度

域で一定 （線形）ではなく、輝度域に応 じて異なる （非線形）特性をいう。

つまり、ある輝度域では分解能が細かく設定され （以下、細分解能域という



) 、これと異なるある領域では分解能が細分解能域より粗く設定されている

(以下、粗分解能域という）。

[0005] このようなH D R特性を有するカメラから出力される出力画素値について

上述のように階調数を小さくする階調変換を行うことがある。例えば 1 2 ビ

ッ卜から8 ビットに変換する場合がある。この場合、圧縮比を 1 2 4として

各出力画素値を均一に圧縮すると、粗分解能域の分解能は更に低下する。つ

まり、この粗分解能域に認識対象の輝度が含まれる場合は、認識対象の検出

精度が低下する虞があった。

[0006] 本発明はこのような問題に鑑みてなされたものであり、階調数を小さくす

るように階調変換された画像データで表される画像において認識対象を精度

よく検出する画像処理装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 上記目的を達成するためになされた本発明の画像処理装置は、取得手段が

、第 1 の階調数で表された輝度値を予め設定された非線形な変換特性で変換

した値を第 1表示値として、撮像素子が出力する第 1表示値からなるデータ

列である撮像データを取得する。また、圧縮手段が、第 1表示値を予め設定

された圧縮特性で圧縮 し、第 1 の階調数より小さい第 2 の階調数で表 した値

を第 2 表示値として出力する。そして、認識手段が、第 2 表示値からなるデ

—タ列である圧縮データによって表される画像から認識対象を検出する。

[0008] ここで、第 2 の階調数の第 1 の階調数に対する比を基本圧縮比といい、認

識対象が存在すると推定される輝度範囲である認識対象範囲を少なくとも含

む輝度範囲を指定範囲といい、該指定範囲にて最小の輝度値である境界輝度

値に対応する第 1表示値を境界第 1表示値というものとする。

[0009] 上述の圧縮特性は、認識対象範囲では、第 2 表示値が、第 1表示値のうち

境界第 1表示値以上の値を基本圧縮比より低い低圧縮比で圧縮 した値と、境

界第 1表示値との和となるように設定されている。

[001 0] なお、変換特性でいう非線形な特性は、輝度範囲毎に予め定められた線形

な特性の組み合わせとして設定された特性を含むものとする。また、上述の



境界第 1 表示値には 0 を含むものとする。

[001 1] このような本発明の画像処理装置によると、第 1 表示値を第 2 表示値に圧

縮 （階調変換） した場合に、認識対象範囲における分解能の低下が抑制され

るため、圧縮後の第 2 表示値により表される画像において、認識対象の検出

精度の劣化を抑制することができる。

図面の簡単な説明

[001 2 ] 添付図面において ：

[ 図 1] 図 1 は、第 1 実施形態の運転支援システムの構成を示すプロック図であ

る。

[ 図2] 図 2 は、カメラの H D R特性を示す特性図である。

[ 図3] 図 3 は、 C P U が実行する処理を説明するフローチヤ一 卜である。

[ 図4 ] 図 4 は、総合変換特性を説明する説明図である。

[ 図5] 図 5 は、第 1 実施形態の画像処理装置での総合変換特性による白線の検

出結果と、画素出力値を均一に基本圧縮比で圧縮することにより得 られる白

線の検出結果との違いを説明する説明図である。

[ 図6] 図 6 において、同図 （a ) は画素出力値を均一に基本圧縮比で圧縮する

ことにより得 られた画像の一例を示す図であり、同図 （b ) は第 1 実施形態

の画像処理装置での総合変換特性により得 られた画像の一例を示す図である

[ 図7] 図 7 は、認識対象を車両としたときに、黒色車両、灰色車両、及び白色

車両のそれぞれについての輝度分布を示 した説明図である。

[ 図8] 図 8 は、変形例に総合変換特性を示す説明図である。

[ 図9] 図 9 は、変形例の総合変換特性を示す説明図である。

[ 図 10] 図 1 0 は、第 2 実施形態の運転支援システムの構成を示すプロック図

である。

[ 図 11] 図 1 1 は、イメージャにおける画素の配列を示す説明図である。

[ 図 12] 図 1 2 は、第 2 実施形態の画像処理装置での総合変換特性による検出

結果と、画素出力値を均一に基本圧縮比で圧縮することにより得 られる検出



結果 との違 いを説明する説明図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 以 下 に本発 明が適用 された実施形態 を図面 と共 に説明する。

[ 第 1 実施形態 ]

本実施形態の画像処理装置 は、車両 に搭載 され、車両 （自車両）の前方 に

存在する認識対象 を検 出 し、検 出結果 に基 づ く各種運転支援制御 を実行する

運転支援 シ ス テ ム に適用 される。

[0014] 運転支援 シ ス テ ム 1 は、 図 1 に示すように、 自車両 V E の前方 を撮像 し、

撮像 した画像 を 1 2 ビッ トの画像データ と して出力する車載 カメラ （以下、

単 にカメラとい う） 2 0 を備 える。 このカメラは撮像手段 と して機能する。

また、運転支援 システム 1 は、 カメラ 2 0 か ら出力 された画像データを 8 ビ

ッ 卜の画像データに変換 し、変換 された画像データで表 された画像 を用いて

種 々の用途 （アプ リケー シ ョン） に応 じた画像処理 （例 えば、先行車両、歩

行者、 白線等の認識対象 を検 出 して検 出結果 を出力する処理） を実行する画

像処理装置 1 0 を備 える。

[001 5] さ らに、運転支援 シ ス テ ム 1 は、画像処理装置 1 0 の検 出結果 を用いて、

本実施形態では少な くとも、 自車両 V E が車線 内か ら逸脱 する危険性 がある

か否かを判定 し、危険性 があると判定 した場合 には警報部 4 1 に対 して警報

を発 するように指示する車両制御装置 4 0 を備 える。以下では、 カメラ 2 0

及び画像処理装置 1 0 を撮像装置 3 0 と称 する。

[001 6] カ メラ 2 0 は、車室 内の所定位置、例 えばル一厶 ミラ一の裏側 に設置 され

、車両 V E の進行方向前方 を撮像 した画像 を表 す画像データを出力する。具

体的には、 カメラ 2 0 は、撮像 した画像 を表 す画像データを生成 する撮像素

子 を備 えたイメージャ 2 O A と、画像処理装置 1 0 との入出力インタフエ一

ス回路 2 0 B とを備 える。

[001 7] イ メージャ 2 O A は、公知の C C D イメージセ ンサ （撮像素子）、 あるい

は C M O S イメージセ ンサ （撮像素子） 2 0 1 に加 え、増幅部及び A D 変

換部等 を内蔵 した信号処理 回路 2 0 2 を備 えている。 これ ら増幅部及び A



D 変換部 は、 イメージセ ンサ 2 0 1 によ って画像 を撮像 した とき、 その画像

の各画素 の輝度 を示 す アナ ログ信号 を所定のゲイ ンで増幅 し、 かつ増幅 した

アナ ログ値 を第 1 の階調数 （ここでは 1 2 ビッ 卜）で表 され るデ ジタル値 に

変換 す る。 このため、 カメラ 2 0 は、 このデ ジタル値 に変換 した信号 であ る

出力画素値 （「第 1 表示値 」 に相 当） を、 1 2 ビッ 卜の撮像 データ （出力画

素値 か らな るデータ列） と して出力す る。

[001 8] 特 に、本実施形態 のイメージ ャ 2 O A と しては、 ダイナ ミック レンジを拡

大す るハ イダイナ ミック レンジ （h i gh dynam i c range ：H D R ) 特性 を有 す

るものが用 い られている。 H D R 特性 は、輝度 に対 す る出力画素値 の関係 が

全輝度範 囲で一定 （線形 ）ではな く、輝度範 囲毎 に異 な る （非線形 ）特性 と

な っている。

[001 9] H D R 特性 は、具体 的 には図 2 に示 す よ うに、輝度値 0 〜 し の範 囲 （以下

、輝度範 囲 。〜 し とい う。 ） と、残 りの輝度範 囲 （輝度範 囲 し 〜 ) とで傾

きが異 な る折 れ線 の関係 にな っている。 ここでは、 この よ うな折 れ線 の関係

、 つ ま り輝度範 囲 に応 じて異 な る線形 な特性 の組 み合 わせ について も、非線

形 な特性 に含 む もの とす る。 この よ うに、 イメージ ャ 2 O A は、低 い輝度範

囲の分解能 を細 か く しつつ、 広 い輝度範 囲の出力が可能 とな っている。

[0020] 輝 度 範 囲 0 〜 L ，及び輝度範 囲 _ ，〜 _ 2での輝度 L に対 す る出力画素値 Y の関

係 は、 それぞれ式 （1 ) 及び式 （2 ) で表 され る。

[0021 ] [ 数 1]

[0022] [ 数 2]

二 2 (ム） （リくL し） （2)

[0023] 各 輝度値 0 〜 L 2に対応 す る出力画素値 Y 0〜 Y 2は、 いずれ も 2 のべ き乗 で表

され、最大値 であ る出力画素値 Y 2 ( = f 2 ( L 2) ) は 2 とな っている。 また

、線形 な特性 が変化 す る変化点 （し 、 Y , ( = f , ( L ,) ) ) で の輝度値 し を

、変化点輝度値 し とい うもの とす る。以下では特 に断 りがない限 り、 H D R



特性という場合、図 2 に示す輝度 L と出力画素値 Y との関係をいうものとす

る。なお、図 2 に示す輝度 L と出力画素値 Y との関係は一例を示すものであ

る。

[0024] 図 1 にもどり、画像処理装置 1 0 は、C P U 1 2 、 R 〇M 1 3 、 R A M I

4 、および図示 しないフラッシュメモリ等からなるマイクロコンピュータを

中心に構成されている。また、図示 しないが、画像処理装置 1 0 は、各種信

号を入出力するインタフェース回路 （たとえば、カメラ2 0 からの画像デ一

タを入力する入力回路や車両制御装置 4 0 に検出結果を出力する出力回路等

) を備える。なお、画像処理装置 1 0 は、 8 ビットのデータを処理するよう

に構成されている。

[0025] 画像処理装置 1 0 は、 R O M 1 3 またはフラッシュメモリに記憶されてい

る制御プログラムをC P U 1 2 が実行することにより、少なくとも、カメラ

2 0 から入力 した 1 2 ビットの撮像デ一タを8 ビットの画像デ一夕に圧縮 し

圧縮データとして出力する圧縮処理と、圧縮データで表される画像から認識

対象を検出する認識対象検出処理とを行う。検出結果は、車両制御装置 4 0

へ出力される。

[0026] 車両制御装置 4 0 は、運転支援制御を行うための装置であり、ここでは、

画像処理装置 〗0 から入力された検出結果 （白線の位置）に応 じて、自車両

が車線内から逸脱する危険性があると判定 した場合に、警報部 4 1 に対 して

警報を発するように指示を行う車線維持制御をアプリケーションとして実行

するように構成されている。

[0027] 次に、予め記憶されているプログラムに従いC P U 1 2 が定期的に実行す

る処理について、図 3 のフローチヤ一 卜を用いて説明する。

[0028] C P U 1 2 は、処理を開始すると、まずステップS 1 1 0 では、カメラ2

0 から入力 しR A M 1 4 に格納されている出力画素値 （撮像データ）を読み

出す。次にステップS 1 2 0 では、予め R O M 1 3 に格納されている圧縮特

性を読み出し、該圧縮特性に従って出力画素値を 1 2 ビッ卜から8 ビッ卜に

圧縮 し、圧縮 した出力画素値を圧縮画素値 （「第 2 表示値」に相当）として



出力する圧縮処理 を行 う。

[0029] 続いてステ ップS 1 3 0 では、 8 ビッ トの圧縮画素値か らなるデータ列で

ある圧縮データが表す画像か ら、認識対象 （白線）を検 出する認識対象検 出

処理 を行 う。そ してステ ップS 1 4 0 では、検 出結果 （白線の位置）を車両

制御装置 4 0 に出力 し、本処理 を終 了する。認識対象検 出処理での認識対象

の検 出については、種 々の方法が周知であるため、説明を省略する。

[0030] 圧縮特性は、 1 2 ビッ トで表 された出力画素値 と、 これに対応する 8 ビッ

卜で表 された圧縮画素値 とが示された変換テ一プル と して R O M 1 3 に格納

されている。

ここで、圧縮特性 と変換特性 とを組み合わせた特性 を総合変換特性 といい

、圧縮画素値 を表す階調数 （「第 2 の階調数」に相当）である 8 ビッ 卜の、

出力画素値 を表す階調数 （「第 1 の階調数」に相当）である 1 2 ビッ 卜に対

する比 を基本圧縮比 （ここでは 2 -4) といい、認識対象が存在すると推定され

る輝度範囲を認識対象範囲というものとする。

[0031 ] また、認識対象範囲を少な くとも含む輝度範囲を指定範囲といい、該指定

範囲にて最小の輝度値である境界輝度値 に対応する出力画素値 を境界第 1 表

示値 というものとする。

変換テーブル （圧縮特性）は、指定範囲では、圧縮画素値が、出力画素値

のうち境界第 1 表示値以上の値 を基本圧縮比 より低い低圧縮比 で圧縮 した

低圧縮値 と、境界第 1 表示値 との和 となるように、設定されている。

[0032] 具体的には、図 4 に示すように、認識対象範囲は、認識対象である白線が

存在すると推定される輝度範囲 し 〜 に設定されている。指定範囲は、境界

輝度値が、該指定範囲を含む輝度範囲にて最小の輝度値 となるように設定さ

れている。つまり本実施形態では、指定範囲は認識対象範囲に一致するよう

に設定されてお り、境界第 1 表示値は、境界輝度値 し に対応する出力画素値

に設定されている。

[0033] 変換テ一プルは、輝度範囲 では、式 （3 ) に示すように、出力画素

値 を圧縮比 ( ここでは を基本圧縮比である 1 2 4とする。）で圧縮 した



値を圧縮画素値 z とするように設定されている。境界第 1表示値 は、変換

テ一プルによって圧縮値 に変換される （式 （4 ) 参照）。以下では、この

境界第 1表示値 （Y 》 に対応する圧縮値 （ζ 》 を圧縮基本値 ζ ，という。

[0034] [数3]

Z = xY f L) O L L (3)

[0035] [数4]

[0036] さらに、変換テ一プルは、少なくとも指定範囲し〜 では、式 （5 ) に示

すように、圧縮基本値 と、出力画素値Y と境界第 1表示値 との差を低圧

縮率 β で圧縮した値との和を、圧縮画素値 ζ とするように設定されている。

[0037] [数5]

=Z^(f L)- Y (L < L≤ L3) 5 )

[0038] 本実施形態では低圧縮比 は 1 に設定されており、このように低圧縮比 S

が 1 に設定されている圧縮を未圧縮というものとする。つまり、未圧縮では

、総合変換特性による変換によって、指定範囲では、圧縮画素値 Z の輝度値

L に対する変化の割合 （圧縮後変化割合）が、出力画素値Y の輝度値 L に対

する変化の割合 （圧縮前変化割合）と同様となるように、変換テーブルが設

定されている。

[0039] なお本実施形態では、指定範囲より大きい輝度値 L ( L > L 3) についても

式 （5 ) に従って出力画素値Y が圧縮画素値 Z に変換されるように変換テ一

プルが設定されており、輝度値 L 4 ( L 4< L 2) のときの圧縮画素値 Z 4 ( = Z ,

+ β Χ ( Υ - Υ 4) ) が2 8に対応するようになっている。

[0040] 以上説明したように、本実施形態の画像処理装置 1 0 では、第 1の階調数

( 1 2 ビッ卜）で表される出力画素値を第 1の階調数より小さい階調数であ



る第 2 の階調数 （8 ビッ ト）で表 される圧縮画素値 に圧縮する場合、圧縮 に

用いる変換テープルは、出力画素値 を一律 に基本圧縮比で圧縮 した値 を圧縮

画素値 とするのではな く、出力画素値のうち第 1 表示値 を超える値 について

は基本圧縮比 より低い圧縮比 で圧縮 し、 これを圧縮画素値 とするように設

定されている。特 に本実施形態では、未圧縮 とするように変換テ一プルが設

定されている。

[0041 ] ここで、画像処理装置 1 0 が認識対象 （白線）を検 出する例 を図 5 を用い

て説明する。総合変換特性は図 5 にて点線で示されている。 また、比較のた

めに、画素出力値 を一律 に基本圧縮比で圧縮する特性 （基本圧縮比特性 とい

う）が同図にて実線で示されている。

[0042] 路面を表す輝度値の代表値 を L Rと し、 白線を表す輝度値の代表値 を L Hと し

て、総合変換特性 によって得 られる路面輝度 L Rに対応する圧縮画素値 Z Rと白

線輝度 L Hに対応する圧縮画素値 Z Hとの差であるコン トラス ト値 C Hは、式 （6

) により表 される。

[0043] [ 数6]

[0044] —方、基本圧縮比特性 によって得 られるコン トラス ト値 は、式 （7 ) に

より表 される。

[0045] [ 数7]

つまり、式 （6 ) 、 ( 7 ) 及び図 5 か ら明 らかなように、総合変換特性で

は、 より大 きいコン トラス 卜値 C Hを得 ることができる。

このように、画像処理装置 1 0 では、画素出力値 を圧縮画素値 に圧縮 （階

調変換） した場合 にも、階調差が確保 され、認識対象範囲における分解能の



低下を抑制することができる。これにより、画像処理装置 1 0 では、基本圧

縮比特性を用いた場合 （図 6 ( a ) 参照）と比べて、路面に対する白線のコ

ン トラス トがより鮮明な画像を得ることができる （図 6 ( b ) 参照）。従つ

て、圧縮後の圧縮画素値により表される画像において、認識対象の検出精度

の劣化を抑制することができる。

[0047] また、図 7 は、黒色車両、灰色車両及び白色車両についての輝度分布の一

例と、 H D R特性とを示 した図である。ここで、仮に出力画素値を基本圧縮

比で一律に圧縮すると、輝度分布の範囲内にH D R特性の変化点を含む対象

物、つまり図 7 に示す灰色車両については、変化点輝度値 し近傍の輝度値 L

では階調差が現れず、分解能が低下 し、路面に対するコン トラス トが低下す

る。結果として、黒色車両及び白色車両に比べて、灰色車両の検出精度が低

下する。

[0048] 一方、画像処理装置 1 0 によると、基本圧縮比で一律に圧縮する場合に比

ベて、変化点輝度値 L 近傍の輝度値 L に対する圧縮画素値に階調差を有 し、

分解能の低下が抑制されるため、灰色車両について、路面に対するコン トラ

ス トの低下が抑制される。結果として、画像処理装置 1 0 では、灰色車両の

検出精度の低下を抑制することができる。

[0049] なお、本実施形態では、白線認識処理を実行するために、白線が存在する

と推定される輝度範囲について分解能の低下を抑制するように変換テ一プル

(圧縮特性）が設定されていた。これに対 し、例えば歩行者認識処理を行う

場合であれば、認識対象を歩行者とした場合の認識対象範囲にて分解能の低

下を抑制するように （つまり、路面に対する歩行者のコン トラス トが鮮明に

なるように）圧縮特性を設定すればよい。このようにアプリケーションに応

じて圧縮特性を設定することにより、認識対象の検出精度の低下を抑制する

ことができる。

[0050] 上述 した実施形態において、ステップS 1 1 0 の処理が取得手段に相当し

、ステップS 1 2 0 の処理が圧縮手段に相当し、ステップS 1 3 0 の処理が

認識手段に相当する。



[0051 ] [ 変形例 1 ]

上記実施形態では、圧縮特性にて、低圧縮比 が 1 に設定されていたが、

低圧縮比 の設定はこれに限るものではない。低圧縮比 は、基本圧縮比よ

り低い圧縮比に設定されていればよい。 この場合 （ ≠ 1 ) 、圧縮画素値 Z

が 2 8となるときの輝度値 L e は L e > L 4 とな り、ダイナミックレンジを拡

大することができる。

[0052] また、上記実施形態では、圧縮特性にて、指定範囲より大きい輝度範囲に

おいても指定範囲と同様の低圧縮比 が設定されていたが、 これに限るもの

ではない。指定範囲より大きい輝度範囲については、低圧縮比 とは異なる

、該低圧縮比 より高い圧縮比を設定 してもよい。 これにより、路面に対す

る白線のコン トラス トを鮮明にするとともに、ダイナミックレンジを拡大す

ることができる。

[0053] さ らにまた、上記実施形態では、圧縮比 が基本圧縮比に設定されていた

が、圧縮比 の設定はこれに限るものではない。圧縮比 は、基本圧縮比よ

り高い圧縮値に設定されていてもよい。

[0054] [ 変形例 2 ]

圧縮特性は、認識対象範囲に H D R特性の変化点輝度値 し を含む場合 （例

えば図 7 に示すように、 H D R特性に対 して認識対象を灰色車両 とするよう

な場合）には、総合変換特性による変換によって、圧縮画素値の輝度値に対

する関係が指定範囲内で線形 となるように設定されていてもよい。

[0055] 具体的には図 8 に示すように、灰色車両の輝度範囲 （認識対象範囲）が輝

度値 L 5〜 L 6である場合、該輝度範囲 L 5〜 L 6を指定範囲として、該指定範囲

内で輝度値に対する圧縮画素値の関係が線形になるように、圧縮特性を設定

してもよい。

[0056] これにより、少な くとも指定範囲 L 5〜 L 6については、総合変換特性による

変換によって圧縮画素値が階調差を有するようになるため、認識対象の検出

精度 （図 7 であれば、灰色車両の検出精度）を向上させることができる。

[0057] [ 変形例 3 ]



圧縮特性は、総合変換特性 によって変換 された圧縮画素値の輝度値 に対す

る関係が対数で表 されるように設定されていてもよい （図 9 参照）。

[0058] [ 変形例 4 ]

上記実施形態では、指定範囲は、変化点輝度値 に境界輝度値が一致するよ

うに設定されていたが、指定範囲は、変化点輝度値 に境界輝度値が一致 しな

いように設定されてもよい。 また、指定範囲は、上記実施形態のように認識

対象範囲に一致 していな くてもよ く、少な くとも認識対象範囲を含む範囲に

設定されていればよい。

[0059] [ 第 2 実施形態 ]

次 に第 2 実施形態について説明する。なお、 この実施形態の説明において

、前述 した第 1 の実施形態の装置を構成する要素 と同一又は同等のものには

同一符号を用いて、その説明を省略又は簡略化する。

本発明は、撮像装置がカラ一撮影 を行 うように構成 されている場合 にも適

用できる。図 1 0 に示すように、本実施形態の運転支援システム 2 は、車両

V E に搭載 され、例えば、認識対象 と して車両 （自車両） V E の前方に存在

する先行車のテールライ ト （赤色）を検 出することで、先行車が存在する場

合 には自車両のへ ッ ドライ 卜を口一 ビ一厶に し、先行車が存在 しない場合 に

はハイ ビームにするといつたォ一 卜ハイ ビ一厶制御 を実現する。

[0060] 本実施形態の画像処理装置 1 1 は、上記実施形態 と比べて、カメラ 2 1 (

撮像手段）か ら出力される撮像データが、カラー画像 を表す複数の画像デー

タ、すなわち、 R (赤）、 G (緑）、 B (青）の 3 チャネル分の画像データ

か らなる点が異なる。 またこれに伴い、 C P U 1 2 で実行する処理の一部が

上記実施形態 とは異なる。

[0061 ] カメラ 2 1 では、上記実施形態のカメラ 2 0 とは異な り、カメラ 2 1 の前

面側か らカラ一フィルタ 2 1 A 、イメージャ 2 1 B 、及び入出力インタフエ

—ス回路 2 1 C の順 に配置されている。 このため、外か ら光はカラ一フィル

タ 2 1 A を介 してイメージャ 2 1 B に入射する。カラ一フィルタ 2 1 A は、

イメージャ 2 1 B の前面に一体に装備 されていてもよい し、別体 と して、ィ



メ一ジャ2 1 B の前面に配置されていてもよい。このカラ一フィルタ 2 1 A

は、図 1 1 に示すように、 R (赤）の光を選択的に検出する画素、G (緑）

の光を選択的に検出する画素、及び B (青）の光を選択的に検出する画素が

べィャ （B a y e r ) 配列に従って構成されており、任意の画素の色は、そ

の画素と隣接する複数の画素の検出結果 （画素出力値）から決定される。

[0062] 詳 しくは、イメージャ2 1 B は、各画素について、 R (赤）、G (緑）、

B (青）の 3 チャネル分の画像データ （1 2 ビットの画素出力値からなるデ

—タ列）を出力する。なおイメージャは、前記実施形態と同様にH D R特性

を有するものが用いられており、以下では説明を簡単にするため、図 2 に示

すH D R特性と同様の特性を有するものとする。

[0063] C P U 1 2 は、前述 した図 3 に示すフローチヤ一 卜と同様の処理を行う。

但 し本実施形態では、処理を行う対象となる撮像データが、 R (赤）、G (

緑）、 B (青）の 3 チャネルの画像データである点が上記実施形態とは異な

る。

[0064] つまり、本実施形態では、前述 した図 3 に示すステップS 1 1 0 では、 R

、 G、 B の 3 チャネル分の画像データを読み出す。次に、ステップS 1 2 0

では、 R O M 1 3 に格納されている圧縮特性 （変換テ一プル）に従って、画

素ごとにR、 G、 B の 3 チャネル分の画素出力値を 1 2 ビットから8 ビット

の圧縮画素値に圧縮 し、 R、 G、 B の 3 チャネル分の圧縮画素値を出力する

。続 くステップS 1 3 0 では、 R、 G、 B の 3 チャネル分の圧縮画素値から

なるデータ列である圧縮データが表す画像から、認識対象として先行車の赤

色のテールライ 卜を検出する。

[0065] 図 1 2 に、 B (青）を表す代表輝度値 L b 、 G (緑）を表す代表輝度値 L

9 R (赤）を表す代表輝度値 L r に対応する画素出力値を、画像処理装置 1

1 により圧縮 した場合のR、 G、 B圧縮データ （圧縮画素値）の構成比と、

比較のために基本圧縮比特性 （上記実施形態の記載を参照）により圧縮 した

場合のR、 G、 B画像データとの構成比を示す。

[0066] 基本圧縮比特性による圧縮では、 R画像データについて階調差が出ないた



め、 R、 G、 B画像データの構成比にて R画像データの割合が低下し、赤色

として認識するべきところをオレンジ色〜黄色であると誤認識するおそれが

ある。

[0067] これに対 し、画像処理装置 1 1 による圧縮では、 R圧縮データについて階

調差を有するため、 R、 G、 B圧縮データの構成比にて R圧縮データの低下

の割合が抑制され、赤色として認識することができる。

[0068] 従って、本実施形態の画像処理装置 1 1 では、第 1 の階調数 （1 2 ビッ卜

) で表されるR、 G、 B の画像データを第 1 の階調数より小さい階調数であ

る第 2 の階調数 （8 ビット）で表されるR、 G、 B の画像データに圧縮する

場合に、色の誤認識を抑制することができる。結果として、テールライ トの

検出精度が向上 し、ォ一 卜ハイビ一厶制御を精度よく実現することができる

[0069] なお、本実施形態では、総合変換特性によって変換された圧縮画素値の輝

度値に対する関係が輝度範囲毎に線形となるように変換テーブルが設定され

ていたが、総合変換特性によって変換された圧縮画素値の輝度値に対する関

係が対数で表されるように変換テ一プルが設定されていてもよい （図 9 参照

) 。これによると、圧縮画素値が輝度に対 して急に変化する点 （変化点）が

存在 しないため、色の検出精度を向上させることができる。

[0070] [他の実施形態]

( 1 ) 上記実施形態では、画像処理装置 〗0 、 1 1 は、ステップS 1 2 0

にて変換テ一プルを用いて画素出力値を圧縮画素値に変換するように構成さ

れていたが、これに限るものではなく、ステップS 1 2 0 にて一次式又は二

次式等の数式により画素出力値を圧縮画素値に変換するように構成されても

よい。

[0071 ] ( 2 ) 上記実施形態では、 H D R特性は、低い輝度範囲の分解能を細かく

するように設定されていたが、高い輝度範囲での分解能を細かくするように

設定されていてもよい。また、 H D R特性は、上記実施形態では変化点を 1

つ有する特性に設定されていたが、複数の変化点を有する特性に設定されて



いてもよい。

[0072] ( 3 ) 上記実施形態では、運転支援システムが実行するアプリケーション

として車線維持制御、ォ一 卜ハイビ一厶制御を実行するように構成されてい

たが、アプリケーションはこれらに限るものではない。運転支援装置は、車

両制御装置によって、例えば、認識対象として前方車両を検出し、検出した

前方車両との車間距離を確保する車間制御や、前方車両に追従 して走行する

追従制御、又は、認識対象として歩行者を検出し、検出した歩行者を回避す

るように車両を制御する回避制御等、各種運転支援制御をアプリケーション

として実行するように構成されていてもよい。

[0073] ( 4 ) 上記実施形態は、車両に搭載される運転支援システムに適用された

場合の画像処理装置について説明 したが、本発明の適用範囲はこれに限定さ

れるものではない。本発明は、認識対象を撮像する種々の撮像装置及び該撮

像装置を備えるシステムに適用することができる。

[0074] ( 5 ) 上記実施形態で例示 した画像処理装置の構成要素は、ハ一 ドウエア

で実現 してもよく、ソフ トウェアで実現 してもよく、ハー ドウェアとソフ ト

ウェアとの組み合わせで実現 してもよい。例えば、上述 した処理 （プログラ

厶）を実行するコンピュータ装置 （例えばマイコン）により画像処理装置の

少なくとも一部を構成 してもよい。また、これらの構成要素は機能概念的な

ものであり、その一部又は全部を、機能的又は物理的に分散又は統合 しても

よい。

[0075] ( 6 ) 上記実施形態は、本発明が適用された実施形態の一例に過ぎない。

本発明は、画像処理装置、画像処理方法、画像処理装置としてコンピュータ

を機能させるためのプログラム、そのプログラムを記録 した記録媒体、など

の種々の形態で実現することができる。

符号の説明

[0076] 1、 2 運転支援システム

1 0 、 1 1 画像処理装置

2 0 、 2 1 カメラ （撮像手段）



B イメージャ （撮像素子 )

撮像装置

車両制御装置



請求の範囲

[ 請求項 1] 輝度値 を予め設定された非線形な変換特性で変換 し第 1 の階調数で

表 した第 1 表示値か らなるデータ列である撮像デ一タを撮像素子か ら

取得する取得手段 （S 1 1 0 ) と、

前記第 1 表示値 を予め設定された圧縮特性で圧縮 し、前記第 1 の階

調数 よ り小 さい第 2 の階調数で表 した値 を第 2 表示値 と して出力する

圧縮手段 （S 1 2 0 ) と、

前記第 2 表示値か らなるデ一タ列である圧縮デ一夕によって表 され

る画像か ら認識対象 を検 出する認識手段 （S 1 3 0 ) と、

を備 え、

前記第 2 の階調数の前記第 1 の階調数 に対する比 を基本圧縮比 と し

、前記認識対象が存在すると推定される輝度範囲である認識対象範囲

を少な くとも含む輝度範囲を指定範囲 と し、該指定範囲にて最小の輝

度値である境界輝度値 に対応する前記第 1 表示値 を境界第 1 表示値 と

して、

前記圧縮特性 は、前記認識対象範囲では、前記第 2 表示値が、前記

第 1 表示値の うち前記境界第 1 表示値以上の値 を前記基本圧縮比 よ り

低 い低圧縮比で圧縮 した値 と、前記境界第 1 表示値 との和 となるよう

に設定されていること、

を特徴 とする画像処理装置。

[ 請求項2] 前記圧縮特性 は、前記指定範囲にて前記低圧縮比が 1 となるように

設定されていること、 を特徴 とする請求項 1 に記載の画像処理装置。

[ 請求項3] 前記変換特性 は、輝度範囲毎 に予め定め られた線形な特性の組み合

わせ と して設定されてお り、

前記指定範囲は、前記境界輝度値が、前記指定範囲を含む前記輝度

範囲にて最小の輝度値 となるように設定されていること、 を特徴 とす

る請求項 1 または 2 に記載の画像処理装置。

[ 請求項4] 前記指定範囲は、前記認識対象範囲に一致するように設定されてい



ること、 を特徴 とする請求項 1 か ら3 のいずれか一項 に記載の画像処

理装置。

前記変換特性 は、輝度範囲毎 に予め定め られた線形な特性の組み合

わせ と して設定され、

前記指定範囲は、前記変換特性 にて前記線形な特性が変化する変化

点での輝度値 を変化点輝度値 と して、前記認識対象範囲に前記変化点

輝度値 を含むように設定され、

前記圧縮特性 は、前記圧縮特性 と前記変換特性 とを組み合わせた特

性 を総合変換特性 と して、少な くとも前記指定範囲では、前記総合変

換特性 によって変換 された前記第 2 表示値の前記輝度値 に対する関係

が線形 となるように設定されていること、 を特徴 とする請求項 1 また

は 2 に記載の画像処理装置。

前記圧縮特性 は、前記圧縮特性 と前記変換特性 とを組み合わせた特

性 を総合変換特性 と して、前記総合変換特性 によって変換 された前記

輝度値 に対する前記第 2 表示値の関係が対数で表 されるように設定さ

れていること、 を特徴 とする請求項 1 に記載の画像処理装置。

前記撮像デ一タは、 カラ一画像 を表す複数の画像デ一夕か らな り、

前記圧縮手段は、前記複数の画像データのそれぞれについて、前記

第 1 表示値 を前記圧縮特性で圧縮 し前記第 2 の階調数で表 して前記第

2 表示値 と して出力すること、 を特徴 とする請求項 1 に記載の画像処

理装置。

前記撮像素子は、車両 に搭載 されたカメラの撮像素子であ り、

前記画像処理装置は、前記車両 に搭載 され、 当該車両の前方 に存在

する認識対象 を検 出 し、その検 出結果 に基づいて運転支援制御 を実行

する運転支援 システムの一部 を構成 していることを特徴 とする請求項

か ら請求項 7 のいずれか一項 に記載の画像処理装置。

輝度値 を予め設定された非線形な変換特性で変換 し第 1 の階調数で

表 した第 1 表示値か らなるデータ列である撮像デ一タを撮像素子か ら



取得する取得ステ ップ （S 1 1 0 ) と、

前記第 1 表示値 を予め設定された圧縮特性で圧縮 し、前記第 1 の階

調数 よ り小 さい第 2 の階調数で表 した値 を第 2 表示値 と して出力する

圧縮ステ ップ （S 1 2 0 ) と、

前記第 2 表示値か らなるデ一タ列である圧縮デ一夕によって表 され

る画像か ら認識対象 を検 出する認識ステ ップ （S 1 3 0 ) と、

を備 え、

前記第 2 の階調数の前記第 1 の階調数 に対する比 を基本圧縮比 と し

、前記認識対象が存在すると推定される輝度範囲である認識対象範囲

を少な くとも含む輝度範囲を指定範囲 と し、該指定範囲にて最小の輝

度値である境界輝度値 に対応する前記第 1 表示値 を境界第 1 表示値 と

して、

前記圧縮特性 は、前記認識対象範囲では、前記第 2 表示値が、前記

第 1 表示値の うち前記境界第 1 表示値以上の値 を前記基本圧縮比 よ り

低 い低圧縮比で圧縮 した値 と、前記境界第 1 表示値 との和 となるよう

に設定されていること、

を特徴 とする画像処理方法。
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